
議 案 第 249 号

大阪市火災予防条例の一部を改正する条例案

　大阪市火災予防条例（昭和37年大阪市条例第14号）の一部を次のように改正する。

第39条第 1 項第 1 号中「防火対象物で」を「防火対象物（小規模特定用途複合防火

対象物（規則第13条第 1 項第 2 号に規定する小規模特定用途複合防火対象物をいう。

以下同じ。）のうち、同表⒀項に掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物

の延べ面積の10分の 9 以上であるものを除く。）で」に改める。

第40条第 1 項第 2 号中「及び⑶項ロ」を「に掲げる防火対象物及び同表⒃項イ」に、

「防火対象物」を「防火対象物（同表⑵項に掲げる用途に供する部分の床面積が当該

防火対象物の延べ面積の10分の 9 以上であり、かつ、当該用途以外の用途に供する部

分の床面積の合計が300平方メートル未満であるものに限る。）」に改め、「、同表⑵項

に掲げるものにあつては」及び「、同表⑶項ロに掲げるものにあつては1,500平方メー

トル以上」を削り、同項中第 5 号を第 7 号とし、同項第 4 号中「防火対象物」を「防

火対象物（主たる用途が同表⑸項ロ、⑺項、⑻項及び⑿項イに掲げる用途である小規

模特定用途複合防火対象物を除く。）」に改め、同号を同項第 6 号とし、同項中第 3 号

を第 4 号とし、同号の次に次の 1 号を加える。

⑸　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項、⑻項及び⑿項イに掲げる用途である小

規模特定用途複合防火対象物の地階又は無窓階で、同表⑴項から⑻項まで、⑼

項イ及び⑿項イに掲げる用途に供する部分の床面積の合計が2,000平方メートル

以上のもの

　第40条第 1 項中第 2 号の次に次の 1 号を加える。

⑶　令別表第 1 ⑶項ロに掲げる防火対象物及び同表⒃項イに掲げる防火対象物（同

表⑶項ロに掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物の延べ面積の10分

の 9 以上であり、かつ、当該用途以外の用途に供する部分の床面積の合計が300

平方メートル未満であるものに限る。）の 2 以上の階のうち、地階、無窓階又は
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4 階以上の階に達する吹抜け部分を共有するもので、その床面積の合計が1,500

平方メートル以上のもの

　第40条第 3 項中「第13条、」を「第13条第 2 項及び第 3 項、」に、「及び第15条」を

「並びに第15条」に改める。

　第42条第 1 項第 3 号中「令」を「小規模特定用途複合防火対象物及び令」に改め、

同号を同項第 4 号とし、 同項第 2 号中「令」を「小規模特定用途複合防火対象物及び

令」に、「建築基準法」を「これらの防火対象物で建築基準法」に改め、同号を同項第

3 号とし、同項中第 1 号の次に次の 1 号を加える。

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロに掲げる用途である小規模特定用途複合防火

対象物（建築基準法第 2 条第 9 号の 3 イ又はロのいずれかに該当するものを除

く。）の部分のうち、同表⑴項から⑹項まで及び⑼項イに掲げる用途に供する部

分で、その床面積の合計が200平方メートル以上のもの

　第42条第 2 項中「第 3 項」を「第 3 項並びに規則第23条（第 4 項第 1 号ヘを除く。）、

第24条（第 5 号ロ括弧書、ハ括弧書及びニ括弧書、第 5 号の 2 ロ(ｲ)括弧書及び(ﾛ)括

弧書並びに第 8 号の 2 イ括弧書を除く。）及び第24条の 2 」に改める。

　第45条第 1 項中「令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる防火対象物（同表⒃項

ロに掲げる防火対象物に存するものを含み、同表⑺項に掲げる防火対象物」を「次

に掲げる防火対象物又はその部分（令別表第 1 ⑺項に掲げる防火対象物又はその部

分」に、「で採光」を「又はその部分で採光」に改め、「で、 床面積の合計が300平方メ

ートル以上のもの」を削り、同項に次の各号を加える。

⑴　令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる防火対象物（小規模特定用途複合防

火対象物又は同表⒃項ロに掲げる防火対象物に存するものを含む。）で、床面積

の合計が300平方メートル以上のもの

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる用途である小規模特定

用途複合防火対象物の部分のうち、主たる用途に供する部分並びに同表⑴項から

⑷項まで、⑸項イ、⑹項及び⑼項イに掲げる用途に供する部分で、その床面積の
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合計が300平方メートル以上のもの

　第45条第 2 項中「⑺項に掲げる防火対象物（」を「⑺項に掲げる防火対象物（小規

模特定用途複合防火対象物又は」に改め、「（同表⒃項ロに掲げる防火対象物に存する

ものを含む。）」を削り、「除く。）」を「除く。）又は主たる用途が同表⑸項ロ及び⑺

項に掲げる用途である小規模特定用途複合防火対象物の部分のうち、主たる用途に供

する部分並びに同表⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項及び⑼項イに掲げる用途に供す

る部分で、その床面積の合計が300平方メートル以上のもの（日出時から日没時まで

の間のみ使用する防火対象物の部分で採光が避難上十分であるものを除く。）」に改め

る。

　第46条第 1 項第 1 号中「、⒀項及び」を「及び⒀項に掲げる防火対象物並びに同表」

に、「防火対象物」を「防火対象物（小規模特定用途複合防火対象物及び同表⑴項、

⑶項、⑸項イ、⑹項又は⑼項イに掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物

の延べ面積の10分の 9 以上であり、かつ、当該用途以外の用途に供する部分の床面積

の合計が300平方メートル未満であるものを除く。）」に、「除く」を「除く。次号にお

いて同じ」に改め、同項中第 2 号を第 3 号とし、第 1 号の次に次の 1 号を加える。

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑽項及び⒀項に掲げる用途である小規模特定用途複合

防火対象物の地階又は無窓階で、主たる用途に供する部分並びに同表⑴項から⑷

項まで、⑸項イ、⑹項及び⑼項イに掲げる用途に供する部分の床面積の合計が

1,000平方メートル以上のもの

　第46条第 2 項中「前項第 1 号」を「前項第 1 号及び第 2 号」に、「同項第 2 号」を

「同項第 3 号」に改め、同条第 4 項中「第 1 項第 1 号及び」を「第 1 項第 1 号及び第

2 号並びに」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。
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　　　平成27年 9 月25日提出

大阪市長　　橋　　下　　　　　徹　　

説　明

　屋内消火栓設備等に関する基準を改めるため、条例の一部を改正する必要があるので、この案

を提出する次第である。
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（参　照）

大阪市火災予防条例（抄）

（屋内消火栓設備に関する基準）

第39条　次に掲げる防火対象物には、屋内消火栓設備を設けなければならない。

⑴　令別表第 1 ⒃項に掲げる防火対象物（小規模特定用途複合防火対象物（規則第13条第 1 項

第 2 号に規定する小規模特定用途複合防火対象物をいう。以下同じ。）のうち、同表⒀項に

掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物の延べ面積の10分の 9 以上であるものを

除く。）で、延べ面積が、主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合

にあつては、はり及び屋根）の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあ

つては3,000平方メートル以上、主要構造部を耐火構造としたその他の防火対象物又は建築

基準法第 2 条第 9 号の 3 イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び天井（天井のない

場合にあつては、はり及び屋根）の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物

にあつては2,000平方メートル以上、その他の防火対象物にあつては1,000平方メートル以上

のもの

⑵　省　略

2 - 3 　省　略

（スプリンクラー設備に関する基準）

第40条　次の各号に掲げる防火対象物の階には、スプリンクラー設備を設けなければならない。

⑴　省　略

⑵　令別表第 1 ⑵項に掲げる防火対象物及び⑶項ロ　　に掲げる防火対象物（同表⑵項に掲げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　同表⒃項イ　　　　　　　　　　　　　　　　　

る用途に供する部分の床面積が当該防火対象物の延べ面積の10分の 9 以上であり、かつ、当

該用途以外の用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満であるものに限る。）

の 2 以上の階のうち、地階、無窓階又は 4 階以上の階に達する吹抜け部分を共有するもので、

その床面積の合計が、同表⑵項に掲げるものにあつては1,000平方メートル以上、同表⑶項

ロに掲げるものにあつては1,500平方メートル以上のもの

⑶　令別表第 1 ⑶項ロに掲げる防火対象物及び同表⒃項イに掲げる防火対象物（同表⑶項ロに

掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物の延べ面積の10分の 9 以上であり、か

つ、当該用途以外の用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満であるものに

限る。）の 2 以上の階のうち、地階、無窓階又は 4 階以上の階に達する吹抜け部分を共有す

るもので、その床面積の合計が1,500平方メートル以上のもの

傍線は削除
太字は改正｛
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　⑶　省　略

　⑷

⑸　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項、⑻項及び⑿項イに掲げる用途である小規模特定用

途複合防火対象物の地階又は無窓階で、同表⑴項から⑻項まで、⑼項イ及び⑿項イに掲げる

用途に供する部分の床面積の合計が2,000平方メートル以上のもの

⑷　令別表第 1 ⒃項に掲げる防火対象物（主たる用途が同表⑸項ロ、⑺項、⑻項及び⑿項イ

⑹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　に掲げる用途である小規模特定用途複合防火対象物を除く。）の地階又は無窓階で、同表⑸

項ロ、⑺項、⑻項及び⑿項イに掲げる用途に供する部分の床面積の合計が2,000平方メート

ル以上のもの

　⑸　省　略

　⑺ 

2 　省　略

3 　前項に規定するもののほか、第 1 項の規定により設けるスプリンクラー設備は、令第12条第

2 項第 3 号から第 8 号まで及び第 3 項並びに規則第13条第 2 項及び第 3 項、第13条の 2 第 4

項、第13条の 6 、第14条及び　第15条の規定の例により設置し、及び維持しなければならない。

　　　　　　　　　　　　並びに 

4 　省　略

（自動火災報知設備に関する基準）

第42条　次に掲げる防火対象物又はその部分には、自動火災報知設備を設けなければならない。

　⑴　省　略

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロに掲げる用途である小規模特定用途複合防火対象物（建築

基準法第 2 条第 9 号の 3 イ又はロのいずれかに該当するものを除く。）の部分のうち、同表

⑴項から⑹項まで及び⑼項イに掲げる用途に供する部分で、その床面積の合計が200平方メー

トル以上のもの

⑵　小規模特定用途複合防火対象物及び令別表第 1 ⒃項ロに掲げる防火対象物（これらの防

⑶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　火対象物で建築基準法第 2 条第 9 号の 3 イ又はロのいずれかに該当するものを除く。）のう

ち、同表⑿項及び⒁項に掲げる用途に供する部分の上階を同表⑸項ロに掲げる用途に供する

もので、延べ面積が300平方メートル以上のもの

⑶　小規模特定用途複合防火対象物及び令別表第 1 ⒃項ロに掲げる防火対象物で延べ面積が　

⑷　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　1,000平方メートル以上のもの
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2 　前項の規定により設ける自動火災報知設備は、令第21条第 2 項及び第 3 項並びに規則第23条

（第 4 項第 1 号ヘを除く。）、第24条（第 5 号ロ括弧書、ハ括弧書及びニ括弧書、第 5 号の 2 ロ

　(ｲ)括弧書及び(ﾛ)括弧書並びに第 8 号の 2 イ括弧書を除く。）及び第24条の 2 の規定の例により　

　設置し、及び維持しなければならない。

3 　省　略

（誘導灯に関する基準）

第45条　令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる防火対象物（同表⒃項ロに掲げる防火対象物

　　　　次に掲げる防火対象物又はその部分（令別表第 1 ⑺項に掲げる防火対象物又はその部分

に存するものを含み、同表⑺項に掲げる防火対象物のうち日出時から日没時までの間のみ使

用する防火対象物又はその部分で採光が避難上十分であるものを除く。）で、床面積の合計が

300平方メートル以上のものには、避難口誘導灯を設けなければならない。ただし、当該防火

対象物の階で避難が容易であると認められるもののうち、居室の各部分から主要な避難口（避

難階（無窓階を除く。以下この条において同じ。）にあつては規則第28条の 3 第 3 項第 1 号イ

に掲げる避難口、避難階以外の階（地階及び無窓階を除く。以下この条において同じ。）に

あつては同号ロに掲げる避難口をいう。以下この条において同じ。）を容易に見とおし、か

つ、識別することができる階で、当該避難口に至る歩行距離が避難階にあつては20メートル以

下、避難階以外の階にあつては10メートル以下であるものについては、この限りでない。

⑴　令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる防火対象物（小規模特定用途複合防火対象物又

は同表⒃項ロに掲げる防火対象物に存するものを含む。）で、床面積の合計が300平方メート

ル以上のもの

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑸項ロ、⑺項及び⑿項に掲げる用途である小規模特定用途複合防

火対象物の部分のうち、主たる用途に供する部分並びに同表⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹

項及び ⑼ 項イに掲げる用途に供する部分で、その床面積の合計が300平方メートル以上のも

の

2 　令別表第 1 ⑸項ロ及び⑺項に掲げる防火対象物（小規模特定用途複合防火対象物又は同表⒃

項ロに掲げる防火対象物に存するものを含む。）で、床面積の合計が300平方メートル以上のも

の（日出時から日没時までの間のみ使用する防火対象物（同表⒃項ロに掲げる防火対象物に存

するものを含む。）で採光が避難上十分であるものを除く。）又は主たる用途が同表⑸項ロ及び

⑺項に掲げる用途である小規模特定用途複合防火対象物の部分のうち、主たる用途に供する部

分並びに同表⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項及び⑼項イに掲げる用途に供する部分で、その

床面積の合計が300平方メートル以上のもの（日出時から日没時までの間のみ使用する防火対
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象物の部分で採光が避難上十分であるものを除く。）には、通路誘導灯を設けなければならな

い。ただし、次の各号に掲げる部分については、この限りでない。

　⑴ - ⑵　省　略

3 　省　略

（連結送水管に関する基準）

第46条　次の各号に掲げる防火対象物の部分には、連結送水管を設けなければならない。

⑴　令別表第 1⑵項、⑷項、⑽項、 　⒀項及び　　　　　　　　　　　　⒃項イに掲げる防火

　　　　　　　　　　　　　　　及び　　に掲げる防火対象物並びに同表　　　　　　　　　

対象物（小規模特定用途複合防火対象物及び同表⑴項、⑶項、⑸項イ、⑹項又は⑼項イに

掲げる用途に供する部分の床面積が当該防火対象物の延べ面積の10分の 9 以上であり、か

つ、当該用途以外の用途に供する部分の床面積の合計が300平方メートル未満であるものを

除く。）の地階又は無窓階（ 1 階及び 2 階を除く。次号において同じ。）で、床面積が1,000

平方メートル以上のもの

⑵　主たる用途が令別表第 1 ⑽項及び⒀項に掲げる用途である小規模特定用途複合防火対象物

の地階又は無窓階で、主たる用途に供する部分並びに同表⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項

及び⑼項イに掲げる用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上のもの

⑵　省　略

⑶

2 　連結送水管の放水口は、前項第 1 号及び第 2 号に掲げる階にあつてはその各部分から、同項

第 2 号に掲げる屋上にあつては屋上の主たる用途に供する部分の各部分から、それぞれ 1 の放

第 3 号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　水口までの水平距離が50メートル以下となるように設けなければならない。

3 　省　略

4 　第 1 項第 1 号及び第 2 号並びに令第29条第 1 項各号（第 3 号及び第 4 号を除く。）の規定に

より設ける連結送水管には、その屋上に 1 以上の放水口を設けなければならない。
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